
令和５年度 早期退職募集等実施要綱

職員の年齢別構成の適正化を通じた組織活力を維持するため、次のとおり「早期退職希

望者」を募集するとともに、行政職次長級相当以上の職員のうち知事が個別に指定する者

について「退職勧奨」を行うこととする。

第１ 早期退職希望者の募集(早期退職募集)

職員の退職手当に関する条例(昭和28年条例第105号。以下「条例」という。)第８条

の３第１項第１号の規定により、次のとおり早期退職者を募集する。

１．対 象 者

(１)定年年齢が６１歳の者

年齢が満45歳から満59歳まで(昭和39年4月2日～昭和54年4月1日生)の者

(２)定年年齢が６３歳の者（労務職員）

年齢が満48歳から満62歳まで(昭和36年4月2日～昭和51年4月1日生)の者

ただし、次の①又は②のいずれかに該当する者は応募できない。

①臨時的任用職員、会計年度任用職員及び法律又は条例により任期を定めて任用され

た職員

②早期退職者の募集開始日において懲戒処分(故意又は重過失によらないで管理・監

督にかかる職務を怠った場合における懲戒処分を除く。以下同じ。)を受けている

者又は募集期間内に懲戒処分を受けた者

２．退職の日

退職希望者の退職の日は、令和６年３月３１日とする。

３．募集人数

若 干 名

４．優遇措置

(１)早期退職者に対する割増措置

勤続期間(条例に規定する「勤続期間」をいう。)が20年以上の者には、退職手当

算定の基礎となる給料月額について、次のとおり割増措置を行う。

退職手当の算定の基礎となる給料月額

＝退職時の給料月額×｛１＋0.03×(60歳又は63歳[注]－退職時年度末年齢)｝

[注]定年年齢が61歳の者にあっては60歳、定年年齢が63歳の者にあっては63歳

(２)退職手当の支給率



退職希望者の退職手当については、条例第３条から第５条に定める支給率を適用

する。

５．募集の期間

令和６年１月１０日(水) 午前８時３０分から

令和６年１月２３日(火) 午後５時１５分まで ※人事課必着

第２ 退職勧奨

令和６年３月３１日までを目途に、次のとおり退職勧奨を行う。

１．対象者

勤続期間が10年以上の者で、行政職部長級、次長級及びこれらに相当する職にある

者並びに医療(一)職の職にある者のうちから知事が個別に指定する者

２．退職の日

勧奨に応じた者の退職の日は、令和６年３月３１日とする。

３．優遇措置

(１)勧奨退職者に対する割増措置

第１の４(１)に定める早期退職募集の場合と同様

(２)退職手当の支給率

第１の４(２)に定める早期退職募集の場合と同様

第３ 実施手続

１．早期退職募集

(１)所属長は、第１に定める早期退職希望者の募集に関する事項を関係職員に周知さ

せるものとする。

(２)応募しようとする職員は、応募申請書に必要事項を記入の上、募集期間内に人事

課に届くよう余裕をもって所属長に提出するものとする。

(３)関係所属長は、応募職員の退職理由の把握に努め、「早期退職希望者等退職理由

報告書」(別紙１)を作成し、応募申請書とともに、各部(局)主管課を経由して

(総務部内各課(所・室)及び労働委員会事務局については直接)募集期間内に人事

課長に提出するものとする。

(４)人事課長は、申請のあった職員に対し、認定又は不認定の通知書を交付するもの

とする。

※令和６年２月２２日(木)までに通知する予定



※不認定又は認定取消となる場合の例示は以下のとおり

①この要綱に適合しない場合

②応募後に懲戒処分を受けた場合

③懲戒処分を受けるべき行為をしたことを疑うに足りる相当な理由がある場合

その他応募者に対し認定を行うことが公務に対する住民の信頼を確保する上

で支障を生ずると認める場合

④引き続き職務に従事することが公務の能率的運営を確保し、又は長期的な人

事管理を計画的に推進するために特に必要であると認める場合

(５)応募申請書の提出後、応募を取り下げたい場合は、「早期退職希望者の募集に係

る応募取下げ申請書」(規則第１号様式の３)を応募申請書と同様の方法で速やか

に提出するものとする。

２．その他(早期退職募集以外の退職希望者)

(１)第２に定める「退職勧奨」対象者及び「定年退職者」は、応募申請書の提出は要

しない。

(２)この要綱の定めによらない退職希望者（60歳以上で定年前に退職する予定の者を

含む。）について、関係所属長は、退職希望職員の退職理由の把握に努め、「早

期退職希望者等退職理由報告書」(別紙１)により、令和６年１月２３日(火)まで

に各部(局)主管課を経由して(総務部内各課(所・室)及び労働委員会事務局につ

いては直接)人事課長に提出すること。

また、提出期日以降に退職希望者を把握した場合は、同様の方法で速やかに提出

すること。

第４ 問合せ先

総務部 人事課 人事制度班

内線：２３０８ 外線：０９７－５０６－２３１２(直通)



第１号様式の２(第８条の３関係)

早期退職希望者の募集に係る応募申請書

大分県知事 佐藤 樹一郎 殿

応 募年月日 令和 年 月 日

応 募申請者
(旧姓不可)

私は、職員の退職手当に関する条例第８条の３第３項の規定により、この度の早期退職

希望者の募集に応募します。

１ 応募をする早期退職希望者の募集について

募 集の 期間 令和６年 １月１０日(水)から令和６年 １月２３日(火)まで

退 職す べき
令和６年 ３月３１日(日)

期日又は期間

備 考

(注)「募集の期間」及び「退職すべき期日又は期間」は、「募集実施要項」に記載さ

れている期日・期間を記入すること。

２ 応募申請者について

ふ り が な 所 属

氏 名 職 名

級 ・ 号 給 給料表〔 〕 級 号給

昭和
生 年 月 日 年 月 日 年 齢 歳

平成

(注)令和６年１月１日現在で記載すること。

※各任命権者記入欄

受 理年 月日 令和 年 月 日 受付番号



第１号様式の３(第８条の３関係)

早期退職希望者の募集に係る応募取下げ申請書

大分県知事 佐藤 樹一郎 殿

取下げ年月日 令和 年 月 日

取下げ申請者
(旧姓不可)

私は、職員の退職手当に関する条例第８条の３第３項の規定により、早期退職希望者の

募集に係る応募申請を取り下げます。

１ 取下げ申請をする早期退職希望者の募集について

募 集 期 間 令和６年 １月１０日(水)から令和６年 １月２３日(火)まで

退 職す べき
令和６年 ３月３１日(日)

期日又は期間

２ 取下げ申請者について

ふ り が な 所 属

氏 名 職 名

３ 認定について

認定通知書に記載された
令和 年 月 日

認 定 年 月 日

退職すべき期日又は期間 令和 年 月 日

(注)「３ 認定について」欄は、取下げ時点において認定を受けている場合に記入す

ること。また、このうち「退職すべき期日又は期間」欄には、取下げ時点におい

て退職すべき期日が既に通知されている場合はその期日を、それ以外の場合は退

職すべき期間を記入すること。

※各任命権者記入欄

受 理年月日 令和 年 月 日

応 募申請書

の 受理番号



（別紙１）
報告期限 令和６年１月２３日(火)

早期退職希望者等退職理由報告書

令和 年 月 日

所 属

退職希望者 職 名

氏 名

退 職 区 分 □ 早期退職募集 □ 左記以外希望退職 ( 印を付すこと)

(退職希望の理由(詳細に))

※再就職(転職)予定の有無

□ あ り □ な し ( 印を付すこと)

※国や他の地方公共団体への採用が予定されている場合は次の項目を確認のこと。

採用予定団体名 ：

採 用 予 定 日 ： 令和 年 月 日

(退職希望年月日)

令和 年 月 日

(その他)

(所属・職・氏名)
報 告 者

( 所 属 長 )

※本報告書は、所属長が早期退職希望者等から退職理由等を聞き取り、所属長自らが作成すること。


